
（別記２） 

働く環境見える化支援事業 

 

第１ 事業の内容 

 従業員を雇用する農地所有適格法人等が、新たに人事労務管理制度又は農作業マニュアル

の導入・実施を行い就労環境の改善を図る取組みを支援する。 

 

第２ 用語の定義 

 別記２において、以下に掲げる用語の意義はそれぞれに定めるところによる。 

 （１） 農地所有適格法人等 農業生産を営む経営体をいう。 

（２） 雇用管理責任者 雇用管理の改善への取組み、労働者からの相談への対応、その

他労働者の雇用管理の改善等に関する事項の管理業務を担当する者をいう。 

なお、雇用管理責任者を選任したときは、当該雇用管理責任者の氏名を事業所の見

やすい場所に掲示する等により、その雇用する労働者に周知するものとする。 

 （３） 雇用保険被保険者 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号。以下「保険法」とい

う。）第４条に規定する被保険者のうち同法第３８条第１項に規定する短期雇用特例被

保険者及び同法第４３条第１項に規定する日雇労働被保険者を除く者をいう。 

（４） 就業規則 常時１０人以上の労働者を使用する補助事業者にあっては、管轄する

労働基準監督署等に届け出た就業規則（就業規則において別途定めることとされてい

る規程・規則等を含む。）をいう。 

常時１０人未満の労働者を使用する補助事業者にあっては、労働基準監督署等に届

け出た就業規則又は従業員全員に周知されたことが確認できる書面が添付された就業

規則をいう。 

（５） 人事労務管理制度又は農作業マニュアルの導入 第３に規定する人事労務管理に

関する規定等又は農作業マニュアル（以下「制度等」という。）を新たに作成し又は変

更し定めることをいう。 

 （６） 制度等の導入日 

ア 就業規則 管轄する労働基準監督署又は地方運輸局に届け出た日とする。ただし、

常時１０人未満の労働者を使用する補助事業者が作成する就業規則であって、施行年



月日が定められていない場合にあっては、当該就業規則を従業員全員に対して書面等

により周知した日とする。 

イ 上記ア以外 当該制度等を従業員全員に対して書面等により周知した日とする。 

（７） 制度等の実施 導入した制度等を適切かつ効果的に実施または活用することをい

う。 

（８） 制度等の実施日 導入する制度等ごとに以下の日をいう。なお、制度の実施が複

数回に渡る場合は、導入する制度等ごとに、最初の実施日をいう。 

  ア 就業規則 就業規則の導入日を経て、規則に基づく雇用を実際に開始した日をいう。 

  イ 労働者の雇用管理に関する制度 労働者の雇用管理に関する制度の導入を経て、制

度に基づく雇用を実際に開始した日をいう。 

     ウ 安全衛生教育に関するマニュアル 安全衛生教育に関するマニュアルの導入を経て、

当該マニュアルの利用を実際に開始した日をいう。 

     エ 人事諸制度のマニュアル 人事諸制度のマニュアルの導入を経て、マニュアルに基

づく雇用を実際に開始した日をいう。 

     オ 農作業マニュアル 農作業マニュアルの導入を経て、当該マニュアルの利用を実際

に開始した日をいう。 

（９） 制度等整備計画 雇用する労働者の労働環境の改善を図るために制度等を導入す

る補助事業者が作成する計画であり、導入する制度等の内容等を記載するものをいう。 

（１０） 制度等整備計画期間 制度等整備計画期間は、制度等の導入日が属する月の初

日を起算日とし、３か月以上１年以内とする。 

（１１） 離職率 制度等の導入・実施に取組む対象事業所における雇用保険被保険者の

離職率をいい、以下の計算式により得たものとする。 

      なお、計算により得た値が１００％を超える場合の離職率は１００％とする。 

また、「離職による雇用保険被保険者資格喪失者数」には、以下のアからウに該当す

る者は含めない。 

ア 定年退職（離職区分が雇用保険に関する業務取扱要綱（令和５年４月１日以降）

（厚生労働省。以下「雇用保険取扱要綱」という。）に規定する「２Ｅ」に該当する

もの）による離職者 

イ 重責解雇（離職区分が取扱要綱に規定する「５Ｅ」に該当するもの）による離職者 



ウ 役員昇格、労働者の個人的な事情による労働時間の短縮等により雇用保険被保険

者資格を喪失した者 

 

所定の期間における離職による 

雇用保険被保険者資格喪失者数 

離職率（％）＝                   × １００ 

所定の期間の初日における 

雇用保険被保険者数 

 

       なお、「所定の期間」が、制度等整備計画認定申請日の１２か月前の日の属する月

の初日から当該認定申請日の属する月の前月末までの期間（以下「計画時離職率算

定期間」という。）であるものを「計画時離職率」といい、制度等整備計画期間の末

日の翌日から起算して１２か月を経過する日までの期間（以下「評価時離職率算定

期間」という。）であるものを「評価時離職率」という。 

 

第３ 補助対象事業等 

１ 補助対象となる制度等は、キャリアコンサルタント、社会保険労務士、民間事業者等の

専門家の支援を受け、新たに作成し又は変更する以下に掲げるものとする。 

（１） 人事労務管理に関する規定等で次のアからエまでのいずれかもしくは複数に該当

するものをいう。 

ア 就業規則であって労働基準法を遵守したもの。かつ労働時間・休憩・休日の規定が

なされているもの。 

イ 労働者の採用、研修、賃金や労働時間の管理、昇給、異動、昇格、退職などの労働者

の雇用管理に関する制度。 

     ウ 安全衛生教育に関するマニュアル。 

     エ 昇進や昇格に係る基準や評価基準が明記された人事諸制度のマニュアル。 

（２） 農作業マニュアルで、単に作業を順番に羅列したものではなく、作業の目的や判

断基準等が記されているもの。 

２ 作成した制度等は書類、データまたは動画として共有、運用でき、かつ実績報告時に写

しを提出できるものとし、実績報告までに実施すること。 



  なお、作成した制度等の写しを実績報告の際に市へ提出し、かつ市の内部資料として活

用することに関して、社労士等専門家の承諾を書面で得ていること。 

 

第４ 補助事業者等 

 補助事業者は、制度等の導入・実施に取組む、以下に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

（１） 市内に事業所及び経営の拠点を有する保険法第５条に規定する雇用保険適用事業

所である農地所有適格法人等。 

（２） 交付申請書に添付する制度等整備計画（以下「制度等整備計画」という。）に基づ

き、当該計画期間内に、第３の１に掲げるいずれかの制度等を新たに導入し、全ての

労働者に対して導入した制度等を実施すること。 

（３） 交付申請日から制度等整備計画期間の末日を経過する日まで、労働者を最低１名

は継続して雇用していること。申請時点で労働者を雇用していない場合にあっては、

制度等整備計画期間の末日を経過する日までに労働者を最低１名雇用し、制度等整備

計画期間の末日を経過する日まで継続して雇用していること。 

（４） 制度等整備計画期間内に新たに導入・実施した制度等を、評価時離職率算定期間

の末日まで引き続き運用し、労働環境改善に努めること。 

（５） 社会保険の適用事業所であること及び当該事業所の労働者が社会保険の被保険者

であること（社会保険の要件を満たす場合に限る。満たさない場合においては社会保

険を労働保険（労働者災害補償保険・雇用保険）に読み換える）。 

（６） 制度等整備計画の計画開始日の前日から起算して６か月前から制度等整備計画期

間の末日までの期間について、雇用する雇用保険被保険者を補助事業者の都合で解雇

等していないこと。 

なお、「解雇等」とは、労働者の責めに帰すべき理由による解雇、天災その他やむを

得ない理由により事業の継続が不可能となったことによる解雇以外の解雇に勧奨退職

等を加えたものであって、雇用保険被保険者資格喪失の確認の際に雇用保険取扱要綱

に規定する喪失原因が「３」と判断されるものである。 

（７） 本事業の補助対象となった者が再度本事業を活用しようとする場合は、実施状況

報告書を提出し、かつ計画を達成した後であること。 

 



第５ 補助対象経費及び補助額 

 補助対象経費及び補助額は以下に掲げるとおりとする。 

（１） 前条に示す制度等の作成に要した経費とし、現地派遣等により発生する専門家等

の旅費、交通費も対象とする。ただし、単年度で作成される部分についてのみ補助対

象とする。 

（２） 補助上限額は導入・実施する制度等の数に関わらず、年間１０万円とし、補助率

は当該事業費の１／３以内とする。 

 

第６ 補助金の交付申請等 

１ 補助事業者は、要綱第４条の規定に従い補助金の交付申請を行うものとする。 

２ 補助事業者は、交付決定を受けた事業計画のうち、要綱第６条に掲げる重要な変更につ

いては同条の規定に従い補助金の変更交付申請を行うものとする。 

 

第７ 実績報告 

補助事業者は、補助事業が完了したときは、要綱第７条の規定に従い実績報告を行うもの

とする。 

 

第８ 実施状況報告 

 補助事業者は、事業実施計画に基づき事業実施３年後の目標年度に実施状況報告書（別記

様式第７号）を作成し、報告年次の翌年度の５月末日までに提出するものとする。 

 また、目標年度において成果目標が未達成であった場合は、改善計画書を提出し、翌年度

に再度、実施状況報告書を提出するものとする。 

 

第９ 返還要件 

 補助事業者が、実施状況報告時において本補助金を活用した制度等について正当な理由な

く適性に管理運営していない場合は、全額を返還するものとする。 

  


